
 

 

論文 都市ごみ溶融スラグを骨材として用いた鉄筋コンクリート柱の曲げせ

ん断実験研究 
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要旨：都市ごみ溶融スラグを鉄筋コンクリート構造に利用できれば，一般廃棄物の再利用

ができ，廃棄物の最終処分量の減量化に大きく貢献できる。そこで，本報では都市ごみ溶

融スラグが鉄筋コンクリート柱部材に利用し得る可能性について構造性能の面から実験的

に究明することを目的としている。 
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1. はじめに 

 都市ごみなどの一般廃棄物は現在その大半が

最終処分されており，再利用の比率は決して高

くない。最近，都市ごみを高温処理して溶融固

化する技術が開発されており，それらから得ら

れる都市ごみ溶融スラグ(以下，溶融スラグ)の

利用拡大が社会的な課題となっている。もし，

溶融スラグが鉄筋コンクリート構造に利用でき

れば，一般廃棄物の最終処分量の減量化に大い

に貢献できるはずである。このようなことから，

筆者らは文献 1)で，溶融スラグが鉄筋コンクリ

ートはり部材において構造的に十分利用可能で

あることを実験的に検証し報告した。しかし，

溶融スラグを鉄筋コンクリート構造で利用する

となれば，当然，柱部材における利用の可能性

についても検討が必要となる。 

 そこで，本報では柱部材の曲げせん断実験を

行い，柱部材での溶融スラグの利用の可能性に

ついて実験的に検証することを目的としている。 

 本報の実験では細骨材および

粗骨材の全骨材に溶融スラグを

用いている。その理由は，全骨

材に溶融スラグを用いたコンク

リートが柱部材で構造的に利用

可能であることが検証されれば，

溶融スラグを普通骨材と混合して利用すること

の可能性も同時に推測し得るものと考えられる

ためである。 

 本報では普通コンクリート試験体についても

比較用に実験を行っている。実験の結果，溶融

スラグを用いた柱部材の構造的挙動は普通コン

クリートのそれとよく近似しており，溶融スラ

グは十分構造的に柱部材に利用可能であること

が分かったので報告する次第である。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体種別 

 試験体種別を表-1 に示した。試験体は全部

で 6 体である。細骨材，粗骨材とも溶融スラグ

骨材を用いた溶融スラグコンクリート(以下，

SS シリーズ)3 体と，比較用として普通コンク

リート(以下，NN シリーズ)の 3 体である。 

 変動因子は軸方向応力度(以下，軸応力度) 

σo=0.2Fc，0.4Fc，0.6Fc の 3 種である。 

  表-1 試験体種別

シリーズ
名

コンクリート
種別

試験体名 使用材料
実験時

軸応力度
σo

ｺﾝｸﾘーﾄ強度
Fc (N/m㎡)

 ＳＳ　 
シリーズ

 溶融スラグ
コンクリート

ＳＳ－０.２
 溶融スラグ粗骨材
 溶融スラグ細骨材

０.２Ｆc
ＳＳ－０.４ ４１.４ ０.４Ｆc
ＳＳ－０.６ ０.６Ｆc

 ＮＮ　 
シリーズ

 　普通　 　
コンクリート

ＮＮ－０.２
 　天然粗骨材　 

天然細骨材

０.２Ｆc
ＮＮ－０.４ ３２.８ ０.４Ｆc
ＮＮ－０.６ ０.６Ｆc
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2.2 試験体の形状，寸法，配筋 

 試験体の形状，寸法，および配筋は全試験体

とも共通である。試験体の形状，寸法および配

筋を図-1 に示した。柱せい D=250mm，柱幅 B

=250mm，試験区間長さ L=1000mm，せん断ス

パン比(a/D=2.0)である。主筋は 3-D13(Pt=0.64

%)，帯筋は 3-D10@50(Pw=1.8%)である。 

 帯筋比を通常より大きくした理由はせん断お

よび付着破壊を防ぐと同時に主筋の座屈長さを

短くして主筋の座屈による曲げ破壊を極力防止

し，できるだけコンクリートの圧壊による破壊

性状が見られるように考えたためである。 

2.3 使用材料 

a） 溶融スラグ骨材 

 本実験で使用した溶融スラグ細骨材は，岩手

県釜石市清掃工場のコークスベット式高温ガス

化溶融炉でごみを直接溶融し，水砕により製造

したものである。溶融スラグ細骨材の表面は光

沢があり，黒色のガラス質である。 

 溶融スラグ粗骨材は栃木県小山市清掃工場の

コークスベット式高温溶融炉でごみを直接溶融

後，気中で徐冷し製造したものである。溶融ス

ラグ粗骨材の色調は黒灰色で玄武岩系の砕石と

類似している。形状は 100～800mm の大きな

塊であるため，破砕して使用骨材とした。 

 溶融スラグ粗骨材は図-2 に示すように JIS A

5308 の粒度曲線の上限通過率と下限通過率の

範囲内に入るように粒度調整を行った。 

 現在，溶融スラグをコンクリートの骨材とし

て使用する規定あるいは規格などはない。そこ

で，本報では溶融スラグを骨材として使用する

に当たって検討が必要と考えられる化学組成，

有害物質の溶出性および骨材の性質，アルカリ

・シリカ反応，コンクリートの膨張性に関して

試験を行った。 

 溶融スラグの化学組成分析の結果を表-2 に

示した。表-2 から分かるように溶融スラグは

SiO2，CaO および Al2O3 が多く，その合計は約

90%となる。その他の成分は微量である。溶融

スラグの有害物質の溶出試験結果を表-3 に示

した。溶出試験は，環境庁告示 46 号による溶

出試験によった。溶融スラグの溶出量の安全性

に関する基準値は現在規定されていないため，

ここでは土壌環境基準 2)(重金属類の溶出基準)

との比較をした。表-3 より溶融スラグからの

重金属の溶出は土壌基準値以下であることが分

かる。 
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図-1 試験体の形状，寸法，および配筋 
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図-2 溶融スラグ粗骨材の粒度分布曲線 

表-2 溶融スラグの化学組成

溶融ｽﾗｸﾞ Ig.loss SiO Al O Fe O CaO MgO2 2 3 2 3

粗骨材 -0.58 32.47 18.83 3.72 35.10 3.35
細骨材 -0.51 37.11 16.26 3.08 34.83 2.03

溶融ｽﾗｸﾞ Na O K O TiO P O MnO Cl2 2 2 2 5

粗骨材 1.44 0.20 1.57 2.23 0.21 1.10
細骨材 3.63 0.37 1.11 0.27 0.47 0.024

表-3 溶融スラグからの重金属の溶出試験結果
計量物質 単位 粗骨材 細骨材 土壌環境基準

水銀 mg/l ＜0.0005＜0.0005 ≦0.0005
カドミウム mg/l ＜0.0030＜0.0005 ≦0.01

鉛 mg/l ＜0.001 ＜0.001 ≦0.01
ひ素 mg/l ＜0.001 ＜0.001 ≦0.01

6価クロム mg/l ＜0.005 ＜0.005 ≦0.05
セレン mg/l ＜0.002 ＜0.002 ≦0.01
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 表-4 に溶融スラグ骨材の JIS 規格による材料

試験結果を示した。以上の各種試験結果より溶

融スラグはコンクリートの性質に影響を与えな

いことが認められ，本研究で用いる溶融スラグ

は骨材として利用可能であると判断した。 

b) SS コンクリート 

 細骨材および粗骨材に溶融スラグを用いたコ

ンクリートの調合についてはいまだ規格化され

た調合方法が提案されていない。そこで，本実

験では粒度分布調整を行った溶融スラグ細骨材

と粗骨材を水洗い後，多数回の試し練りを行い，

比較用の普通コンクリートの強度と同等の強度

が得られるよう調整を行い最終的に調合を決定

した。試し練りテストシリンダーは標準養生と

した。SS コンクリートの調合を表-5 に示した。 

 セメントは早強ポルトラントセメント(K28=

66.2N/mm2，比重：3.14），混和剤は高性能 AE

減水剤（標準形 ポリカルポン酸化合物)を使用

した。混和材としてフライアッシュを使用した。 

 使用コンクリートの機械的性質を表-6 に示

した。また，コンクリートのσ－ε曲線を図-3

に示した。実験時テストシリンダーは試験体に

合わせ気中養生とした。SS コンクリートの調

合強度は普通コンクリート強度とほぼ同等の約

31N/mm2を目標としたが，表-6 から分かるよう

に実験時の SS コンクリート強度は 41.4N/mm2

と普通コンクリートよりも相当に高い値を示し

た。この原因については今回の実験では明確に

はできなかった。 

c) 普通コンクリート 

 普通コンクリートは一般の JIS 工場で製造し

たレディミクストコンクリートである。普通コ

ンクリートの機械的性質を表-6 に示した。ま

たσ－ε曲線を図-3 に示した。ヤング係数が

通常のコンクリートに比べ高い値を示している

のは比重の大きい緻密な骨材を使用したことに

よるものと考えられる。 

表-4 溶融スラグ骨材の性質
項　目 試験方法 細骨材粗骨材

表乾比重 JIS A 1109 2.75 2.83
絶乾比重 JIS A 1109 2.74 2.80
吸水率(%) JIS A 1109 0.69 1.01

単位容積重量(kg/ )ｌ JIS A 1104 1.67 1.75
実績率(%) JIS A 1104 51.26 59.5

比重1.95の液体に JIS A 5308
0.3 －

浮く粒子(%) 付属書2
有機不純物(%) JIS A 1105 淡い －

安定性(%) JIS A 1137 0.4 0.8
微粒分量（%） JIS A 1137 2.2 0.10

塩化物(%) JIS A 1103 0.001 －
すりへり減量（%） JIS A 1121 － 31.0

化学法 JIS A 5308 Rc=25
無害

アルカリ・ (mmol/ ) 付属書7 Sc=3ｌ
シリカ反応 ﾓﾙﾀﾙﾊﾞｰ法 JIS A 5308

0.03 無害
膨張率(%) 付属書8

表-5 SS コンクリートの調合

W/C ｽﾗﾝﾌﾟ Air s/a 単 位 質 量(kg/m )3

(%) (cm) (%) (%) W C S G ad
55 18 4.5 49 185 340 890 950 136

表-6 使用コンクリートの性質 
コンクリート 圧縮強度 圧縮強度時 ヤング係数実験時

種別 Ｅc(N/mm )σ (N/mm )B 2 ひずみεB(%) 2

溶融スラグ 41.4 0.228 3.28×104

普通 32.8 0.154 3.92×104

                   
      

  

 

 

 

SS コンクリート    普通コンクリート 
図-3 コンクリートのσ－ε曲線 

表-7 鉄筋の機械的性質

鉄筋
種別

鉄筋
径

降伏点 引張強さ ヤング係数降伏点ひずみ

σy(N/mm ) εy(%) σ (N/mm )Ｅs(N/mm )2 2 2tu

主筋 D13 1.98×10371 0.187 535 5

帯筋 D10 2.01×10355 0.177 485 5

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主筋（D13）     帯筋(D10) 

図-4 鉄筋のσ－ε曲線 
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d) 使用鉄筋 

 使用した鉄筋の機械的性質を表-7 に示した。

鉄筋のσ－ε曲線を図-4 に示した。使用鉄筋

は全試験体とも共通で，主筋は D13(SD345)，

帯筋は D10(SD295)を使用した。主筋，帯筋と

も明確な降伏点を有する鉄筋である。 

2.4 加力および変位測定方法 

 加力装置は図-5 に示す建研式加力装置であ

る。加力は全試験体共通であり，載荷は一定の

軸力をかけた状態で，正負繰り返し加力を変位

制御で行った。各試験体とも R=4/100rad まで

加力を行ったが，主筋が座屈した軸応力度 0.6

Fc の試験体は，R=3/100rad で終了した。図-6

に変位測定方法を示す。層間変位をひずみ式変

位計で，主筋および帯筋のひずみをワイヤース

トレインゲージ(検長 2mm)で測定した。 

 

3. 実験結果および検討 

3.1 破壊経過 

 各試験体の最終ひび割れ状況を図-7(SS シリ

ーズ)，および図-8(NN シリーズ)に示した。破

壊経過および破壊性状は，両シリーズの場合と

も軸応力度が同一のものはよく類似していたの

で，以下には軸応力度別に破壊経過を示す。 

1)軸応力度 0.2Fc の試験体は材端に曲げきれつ

が発生し，きれつの進展につれて曲げせん断

きれつに移行した。主筋が引張降伏し，最大

荷重に至った。その後変形の増大につれ荷重

が徐々に低下し，両材端にコンクリートの圧

壊による剥落が発生した。部材角 R=4/100ra

d まで靱性のある性状を示した。圧縮主筋の

座屈は見られなかった。 

2)軸応力度 0.4Fc の試験体は材端に曲げきれつ

が発生し，きれつが曲げせん断きれつに移行

しながら主筋が引張降伏し，最大荷重に至っ

た。その後も荷重はさほど低下せず，変形の

増大につれ両材端にかぶりコンクリートの剥

落が見られた。実験終了まで主筋の座屈は見

られなかった。 

3)軸方向応力度 0.6Fc 試験体は主筋が圧縮降伏

し，その後コンクリートの圧壊が著しく進展

した。かぶりコンクリートの剥落が顕著にな

り，主筋の座屈により荷重が急激に低下した。 

3.2 荷重－変位曲線 

a) Ｑ－Ｒ曲線 

 各試験体の荷重－変位曲線(以下，Q－R 曲

線)を図-7 および図-8 に示した。図中の Q は試

験区間の作用せん断力であり，R は試験区間の

部材角である。 

 軸応力度 0.2Fc の試験体では，両シリーズの

場合とも逆 S 型の履歴性状を示し，その履歴

性状は類似している。また，両者とも R=4/100

rad の変位まで靱性のある性状を示した。 

 軸応力度 0.4Fc の試験体では，SS シリーズ

の方が軸力が大きいため，NN シリーズに比べ

多少スリップの大きい逆 S 型の履歴性状を示

している。しかし，両者とも R=4/100rad まで

は靱性のある性状を示した。 
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Ｑ

＋

試験体

-

図-5 加力方法 

 

 

30
0

Ｎ

Ｎ

ゲージホルダー

Ｑ

δ1

ｈ
=1
,0
00

δ2 変位計
(1/50mm精度)

Ｒ

Ｒ＝(δ1+δ2)/2/ｈ

Ｑ

Ｑ

δ2

δ1

Ｑ

 

図-6 変位測定方法 
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 軸応力度 0.6Fc の試験体では，両シリーズと

も紡錘型の履歴性状を示し，両者とも部材角 R

=3/100rad で荷重が急激に低下している。 

b) 等価粘性減衰定数 

 図-9 に，図-7，図-8 の履歴ループを式(1)を

用いて求めた等価粘性減衰定数(heq)を示した。

図-9 により，軸応力度 0.2Fc および 0.4Fc の試験

体とも両シリーズの等価粘性減衰定数がよく近

似している。これは 0.2Fc，0.4Fc の試験体は

いずれも引張主筋降伏先行の試験体であり，履

歴ループが主に引張鉄筋の消費エネルギーによ

って支配され，軸力およびコンクリートの影響

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 SS シリーズ試験体最終ひび割れ状況    図-8 NN シリーズ最終ひび割れ状況   
      および Q－R 曲線               および Q－R 曲線 
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が小さいためである。 

 軸応力度 0.6Fc の試験体の等価粘性減衰定数

は，SS シリーズ試験体の方が NN シリーズ試

験体よりも大きい。これは実際の作用軸力が大

きい SS シリーズ試験体が圧縮側のコンクリー

トおよび主筋の塑性化によるものである。 

3.3 最大荷重に関する実験値と計算値との

比較 

 各試験体の最大荷重と普通コンクリート柱部

材を対象とした既往の曲げ終局強度算定式(式

(2)3)
，式(3)3)

から求めた計算値の比較を図-10
に示した。図-10 から，両シリーズの試験体と

も実験値が計算値を上回っており，計算値が安

全側の評価を与えていることが分かる。 

 軸応力度 0.6Fc 試験体では両シリーズとも実

験値は計算値を大きく上回っており，式(3)は

安全側で誤差が大きいことが分かる。 

 

4. まとめ 

 細骨材および粗骨材の全骨材に溶融スラグを

用いた鉄筋コンクリート柱部材について，軸応

力度 0.2Fc～0.6Fc の範囲において曲げせん断

実験を行い，その力学的性状を比べると同時に，

普通コンクリートの試験体についても実験を行

い，両者の比較検討を行った。その結果，本実

験の範囲内において次のことが認められた。 

1)溶融スラグを用いた柱部材と普通コンクリー

ト柱部材の性状を比べた結果，破壊経過は類

似していた。また，Ｑ－Ｒ曲線に関しては

0.2Fc と 0.6Fc では両者とも逆Ｓ型および紡

錘型と類似していた。しかし，0.4Fc におい

ては溶融スラグを用いた柱部材の方が普通コ

ンクリートのものよりも多少逆Ｓの傾向が強

かったが，部材角Ｒ＝4/100rad までは両者と

も荷重が急激に低下することのない履歴性状

を示した。 

2)溶融スラグを用いた柱部材の最大曲げ強度は

普通コンクリート柱部材を対象とした既往の

終局曲げ強度式を用いて安全側で評価し得る

ことが認められ，既往の終局曲げ強度式は溶

融スラグを用いた柱部材にも適用可能である

ことが分かった。但し，軸応力度 0.6Fc の場

合などは計算値が実験値より相当に小さく求

められるため，曲げ耐力時のせん断力を過小

評価する場合があるので注意が必要である。 

3)溶融スラグを用いた柱部材の構造性能は，

普通コンクリートのそれとよく近似した性

能を有しており，溶融スラグを用いたコン

クリートは耐震性能が要求される柱部材に

十分利用可能であることが認められた。 
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